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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第94期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第95期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第94期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

営業収益（千円） 2,512,1272,377,4389,870,591

経常利益（千円） 88,420 30,697 373,589

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（千円） 50,668 △58,557 192,436

純資産額（千円） 7,440,0477,386,0517,567,542

総資産額（千円） 11,318,17810,815,30510,835,881

１株当たり純資産額（円） 724.38 721.74 739.45

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（円）
4.90 △5.72 18.71

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － - -

自己資本比率（％） 65.7 68.3 69.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
7,700 305,861 202,051

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△18,206 △1,319 △21,660

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
41,392 △9,977 △379,163

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 2,577,0832,636,9262,341,455

従業員数（人） 330 308 312

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等を含めておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

　　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 308 [240]

　（注）　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 98 [－]

　（注）　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比(%)

総合物流事業（千円）　 2,325,449 ―

運送事業（千円） 26,798 ―

流通加工事業（千円） 16,701 ―

報告セグメント計（千円） 2,368,949 ―

その他の部門（千円） 8,489 ―

合計（千円） 2,377,438 ―

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２. 前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実績

の　総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。　

相　手　先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円）
割合
（％）

金額（千円）
割合
（％）

㈱ジャパンディストリビューションシ

ステム
321,94512.8 291,91812.3

㈱東京リーガルマインド 231,110 9.2 202,983 8.5

２．上記の金額には、消費税等を含めておりません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社経営陣は、当第１四半期連結会計期間の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関し、以下の分

析をおこないました。

  なお、文中における将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであり、不確実性が内在されていますので、将来生じる実際の結果と相当程度異なる可能性があ

ります。

(1)業績の状況

①一般概況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策、中国などの新興国の景気拡大にともなう輸出

の増加や生産面の持直し等によって、企業業績の緩やかな回復の動きが見られるものの、雇用情勢の悪化や個人消費

の低迷のほか、欧州の信用不安等を背景とした円高・株安の影響等により、引続き、先行き不透明な状況が続いてお

ります。

当社グループの属する物流業界は、顧客の物流コスト圧縮の要請と業者間の過当競争による料金低下という厳し

い環境基調の中で、いっそう厳しい状況に立ち至っております。

こうした状況の中で、当社グループは「グループ経営の強化」を重要課題に掲げ、グループ各社がそれぞれの事業

分野や地域において競争力を高め、収益力向上を果たすことを目指して効率化に努めてまいりました。

当第１四半期連結会計期間におきましては、国際物流事業において、中国などの新興国の景気拡大等にともない、

輸出・輸入ともに貨物の運送取扱量が増加したものの、主力の国内物流事業において、音楽映像商品物流分野の商

品取扱業務をはじめとして総じて取扱物量が低迷しました。この結果、当社グループの営業収益は前年同期間と比

較して5.4％減の23億77百万円の計上に止まりました。

営業費用におきましては、これまで進めてきた作業部門における運営体制改善や業務量に応じた人員投入と作業

効率向上、賃借倉庫の一部返却、運送事業分野での不採算業務の効率化などのコスト改善を推進したことに加え、残

業の削減など経費削減に強力に取組みましたが、営業利益は減収によるマイナスをカバーすることができず、前年同

期間と比較して67.2％減の27百万円となりました。

また、経常利益は前年同期間と比較して65.3％減の30百万円となりました。

特別損益項目におきましては、投資有価証券売却益23百万円を特別利益に計上した一方で、投資有価証券評価損51

百万円や役員退職慰労金58百万円等を特別損失に計上いたしました。

　さらに、法人税、住民税及び事業税等の諸項目を計上した結果、四半期純損失58百万円（前年同期間は50百万円の

純利益）の計上を余議なくされました。

②報告セグメントの概況

Ａ.総合物流事業におきましては、中国などの新興国の景気拡大等にともない、輸出・輸入ともに貨物の運送取扱

量が増加したものの、主力の音楽映像商品物流分野の商品取扱業務をはじめとして総じて取扱物量が低迷した

ことから、営業収益は23億32百万円となりました。また、営業総利益は、賃借倉庫の一部返却や残業の削減など

経費削減に強力に取組みましたが、減収によるマイナスをカバーすることができず２億26百万円となりまし

た。

Ｂ.運送事業におきましては、当事業が、主に、総合物流事業に対する運送分野を担っており、音楽映像商品物流分

野の音楽映像商品の取扱物量が減少したため、営業収益は２億97百万円となりました。また、営業総利益は、不

採算業務の効率化などのコスト改善を推進したことにより、13百万円を計上することができました。

Ｃ.流通加工事業におきましては、当事業が、主に、総合物流事業に対する流通加工（倉庫内オペレーション）分

野を担っており、総じて国内での取扱物量が低迷したため、営業収益は３億36百万円となりました。また、営業

総利益は、作業部門における運営体制改善や業務量に応じた人員投入と作業効率向上を推進したものの、26百

万円の計上に止まりました。
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(2)財政状態の分析

Ａ.資産

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ20百万円（△0.2％）減少し、108億15百万円 

となりました。

　この主な要因は、現金及び預金が２億98百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が営業収益減少を反映して88

百万円の減少、流動資産のその他の項目で立替金の回収が一部４月１日に流込んだ影響等で74百万円の減少、有形

固定資産の合計では、減価償却等によって62百万円の減少があったほか、投資有価証券が一部の保有有価証券の売

却および減損処理等によって82百万円の減少があったことによるものであります。

Ｂ.負債

　当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ１億60百万円（4.9％）増加し、34億29百万円と

なりました。

　この主な要因は、支払手形及び営業未払金が営業収益減少を反映して営業原価が減少したことによって58百万円

減少したことのほか、流動負債の役員退職慰労引当金が94百万円減少した一方で、短期借入金が89百万円の増加、未

払費用70百万円の増加、さらに流動負債のその他の項目で未払役員退職金が計上されたこと等により１億66百万円

が増加したことによるものであります。

Ｃ.純資産

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ１億81百万円（△2.4％）減少し、73億86百万

円となりました。　この主な要因は、利益剰余金が四半期純損失による減少58百万円、前期剰余金処分にともなう期

末配当金支払による減少１億７百万円によるものであります。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ

・フローが３億５百万円の増加（前年同期間は７百万円の資金増加）、投資活動によるキャッシュ・フローが１百

万円の減少（前年同期間は18百万円の資金減少）、財務活動によるキャッシュ・フローが９百万円の減少（前年同

期間は41百万円の資金増加）となり、現金及び現金同等物に係る換算差額を調整し、当第１四半期連結会計期間末

には、26億36百万円となりました。 

　その結果、当第１四半期会計期間末の資金残高は、前連結会計年度末より２億95百万円増加しました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得された資金は、３億５百万円（前年同期間対比２億98百万円の収入増）となりました。

　この主な要因は、税金等調整前四半期純損失の資金減74百万円（前年同期間は、89百万円の資金増）、減価償却費

の資金増73百万円、売上債権の増減において88百万円の資金増加要因があった一方で、仕入債務の増減額において

58百万円の資金減少があったことのほか、その他の増減額の項目で立替金の回収が一部４月１日に流込んだことに

よる影響や未払役員退職慰労金が計上されたこと等によって２億61百万円の資金増があったことによるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出された資金は、１百万円（前年同期間対比16百万円の支出減）となりました。

　この主な要因は、有形固定資産の取得による支出22百万円（前年同期間対比３百万円の支出増）と投資有価証券

の売却による収入26百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出された資金は、９百万円（前年同期間は41百万円の収入増）となりました。

　この主な要因は、長・短期借入金の収入と支出の差引きが77百万円の資金増となり、さらに、配当金の支払額87百

万円の資金減があったことによるものであります。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,391,000

計 26,391,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,545,133  同左
大阪証券取引所

（JASDAQ市場）　

単元株式数

1,000株

計 10,545,133  同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 10,545 － 2,133,280 － 2,170,568

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　 
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載で

きないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）にもとづく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   311,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　10,186,000 10,186 －

単元未満株式 普通株式　    48,133 － －

発行済株式総数 10,545,133 － －

総株主の議決権 － 10,186 －

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

タカセ株式会社
東京都港区新橋一丁

目10番９号
311,000 － 311,000 2.95

計 － 311,000 － 311,000 2.95

（注）なお、当第１四半期会計期間末日（平成22年６月30日）現在の自己株式数は、311,416株であります　
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４　月

５　月 ６　月

最高（円） 230 233 228

最低（円） 218 222 202

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所（JASDAQ市場）におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当該四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,668,926 2,370,455

受取手形及び売掛金 1,168,015 1,256,609

原材料及び貯蔵品 12,039 11,538

前払費用 60,946 45,851

繰延税金資産 158,248 106,420

その他 309,548 384,348

貸倒引当金 △3,450 △4,080

流動資産合計 4,374,273 4,171,143

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,899,241 7,897,451

減価償却累計額 △5,369,765 △5,320,505

減損損失累計額 △52,617 △52,617

建物及び構築物（純額） 2,476,858 2,524,328

機械装置及び運搬具 2,102,075 2,111,065

減価償却累計額 △1,950,897 △1,947,801

機械装置及び運搬具（純額） 151,178 163,264

土地 2,247,702 2,247,702

その他 354,028 352,217

減価償却累計額 △299,176 △294,048

その他（純額） 54,852 58,169

有形固定資産合計 4,930,591 4,993,464

無形固定資産

借地権 449,043 449,043

その他 74,171 75,898

無形固定資産合計 523,214 524,942

投資その他の資産

投資有価証券 528,790 610,948

繰延税金資産 197,356 205,618

その他 276,505 345,569

貸倒引当金 △15,426 △15,805

投資その他の資産合計 987,226 1,146,331

固定資産合計 6,441,032 6,664,737

資産合計 10,815,305 10,835,881
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 479,153 537,601

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

短期借入金 769,000 679,250

未払費用 220,655 150,280

未払法人税等 7,069 15,514

賞与引当金 148,707 94,446

役員賞与引当金 5,250 23,000

役員退職慰労引当金 － 94,750

その他 256,967 90,683

流動負債合計 1,906,803 1,705,525

固定負債

社債 740,000 740,000

長期借入金 187,500 200,000

退職給付引当金 531,981 564,467

役員退職慰労引当金 50,862 46,237

その他 12,107 12,107

固定負債合計 1,522,451 1,562,812

負債合計 3,429,254 3,268,338

純資産の部

株主資本

資本金 2,133,280 2,133,280

資本剰余金 2,170,568 2,170,568

利益剰余金 3,145,873 3,311,887

自己株式 △91,141 △91,074

株主資本合計 7,358,581 7,524,662

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 40,549 56,866

為替換算調整勘定 △13,079 △13,985

評価・換算差額等合計 27,469 42,880

純資産合計 7,386,051 7,567,542

負債純資産合計 10,815,305 10,835,881
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業収益 2,512,127 2,377,438

営業原価 2,186,664 2,097,059

営業総利益 325,462 280,379

販売費及び一般管理費 ※
 241,195

※
 252,709

営業利益 84,267 27,670

営業外収益

受取利息 608 280

受取配当金 10,495 9,137

受取賃貸料 － 1,127

その他 3,282 2,056

営業外収益合計 14,386 12,602

営業外費用

支払利息 8,882 7,266

支払補償費 926 797

その他 424 1,510

営業外費用合計 10,233 9,574

経常利益 88,420 30,697

特別利益

固定資産売却益 913 474

貸倒引当金戻入額 616 1,008

投資有価証券売却益 － 23,139

特別利益合計 1,530 24,622

特別損失

固定資産除売却損 193 37

投資有価証券評価損 － 51,430

役員退職慰労金 － 58,300

保険解約損 － 10,547

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,840

特別損失合計 193 130,154

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

89,757 △74,833

法人税、住民税及び事業税 43,483 16,090

法人税等調整額 △4,394 △32,366

法人税等合計 39,088 △16,276

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △58,557

四半期純利益又は四半期純損失（△） 50,668 △58,557
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

89,757 △74,833

減価償却費 86,784 73,049

貸倒引当金の増減額（△は減少） △488 △1,008

賞与引当金の増減額（△は減少） 52,785 54,260

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21,250 △17,750

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,679 △32,486

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,037 △90,125

受取利息及び受取配当金 △11,104 △9,418

支払利息 8,882 7,266

為替差損益（△は益） － △1,097

有形固定資産売却損益（△は益） △720 △437

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） － △23,139

投資有価証券評価損益（△は益） － 51,430

売上債権の増減額（△は増加） 97,753 88,593

たな卸資産の増減額（△は増加） △136 △500

仕入債務の増減額（△は減少） △100,995 △58,448

未払消費税等の増減額（△は減少） 29,555 8,875

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,840

役員退職慰労金 － 58,300

保険解約損益（△は益） － 10,547

その他 △2,837 261,181

小計 227,344 314,100

利息及び配当金の受取額 11,104 9,418

利息の支払額 △5,042 △3,597

法人税等の支払額 △225,705 △14,059

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,700 305,861

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,412 △3,000

有形固定資産の取得による支出 △19,174 △22,582

有形固定資産の売却による収入 4,619 834

投資有価証券の売却による収入 － 26,350

貸付金の回収による収入 120 120

その他の支出 △360 △3,043

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,206 △1,319

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 580,000 510,000

短期借入金の返済による支出 △373,000 △371,000

長期借入金の返済による支出 △58,950 △61,750

自己株式の取得による支出 △18,625 △66

配当金の支払額 △88,031 △87,160

財務活動によるキャッシュ・フロー 41,392 △9,977

現金及び現金同等物に係る換算差額 852 906

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 31,739 295,471

現金及び現金同等物の期首残高 2,546,794 2,341,455

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △1,451 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,577,083 2,636,926
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更　　 (1)資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ62千円減少し、税金等調整前四

半期純損失は、9,902千円増加しております。　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用

により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　２．前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」

は、重要性が増したため当第１四半期連結累計期間から区分掲記することとしました。なお、前第１四半期連結累計

期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は1,107千円であります。　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　実地たな卸を省略し、前連結会計年度末に係る実地たな卸高を基礎として、

簡便な合理的な方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算出しております。

３．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　前連結会計年度において適用した貸倒実績率によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

科目 金額（千円）
報酬及び給与 95,577
賞与引当金繰入額 18,372
役員賞与引当金繰入額 5,750
退職給付費用 5,119
役員退職慰労引当金繰入額 5,037
減価償却費 4,909

　

科目 金額（千円）
報酬及び給与 105,790
賞与引当金繰入額 27,838
役員賞与引当金繰入額 5,250
退職給付費用 5,667
役員退職慰労引当金繰入額 4,625
減価償却費 4,441

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

項目 金額（千円）
現金及び預金勘定 2,618,906
預入期間が３か月を超える定期預金 △41,823
現金及び現金同等物 2,577,083
 

項目 金額（千円）
現金及び預金勘定 2,668,926
預入期間が３か月を超える定期預金 △32,000
現金及び現金同等物 2,636,926
 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　10,545,133株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　 311,416株　

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 　

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 107,457 10.50平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金 　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　当社グループは港湾運送事業を主体とする国際物流事業と、国内主要都市に物流拠点を構えた国内物流事業を

もって、国際、国内を一貫した総合物流業を営んでおりますが、全セグメントの営業収益の合計および営業利益の

金額の合計額に占める一セグメントの割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　全セグメントの営業収益の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　当社グループの海外営業収益は、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定および業績評価するために、定期的に検討をおこなう対象となっているものであり

ます。

当社グループは、「運送」、「保管」、「作業（流通加工等）」といった物流サービスの提供を、国内のみならず

海外にまで及んだ事業活動を展開しております。

具体的には、当社のように、資本力を活かした倉庫事業のほかに利用運送事業ならびに流通加工事業等の倉庫内

オペレーション業務を一体的に管理運営する事業として、総合物流事業（「サードパーティーロジステクス（３

ＰＬ）型事業」をおこなっております。

また、当社子会社の㈱タカセ運輸集配システムのように、貨物自動車による実運送事業を主な事業としているほ

か、タカセ物流㈱は、人材派遣および物流業務受託による流通加工事業等の倉庫内オペレーション業務を主な事業

としております。

さらに、業務の受注形態において、当社のように、顧客からの受注が、「運送」「保管」「作業（流通加工

等）」といった物流サービスを一括して受注する形態と、㈱タカセ運輸集配システムやタカセ物流㈱のように、

「運送」のみ、あるいは「作業（流通加工等）」のみといった受注形態があります。

以上のことから、当社グループの報告セグメントとしては、「総合物流事業」、「運送事業」および「流通加工

事業」の３つを報告セグメントとしております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

（単位：千円）

　 報告セグメント その他　　 合計

　
総合物流事業 運送事業 流通加工事業 計

（注）1
　

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 2,325,44926,798　 16,7012,368,9498,4892,377,438

セグメント間の内部売上高または

振替高

　

7,192

　

270,832

　

319,761

　

597,787

　

33,667

　

631,454

計 2,332,642297,631336,4632,966,73642,1563,008,893

セグメント利益 226,94113,326 26,649266,918 6,542 273,460

　

　 調整額 四半期連結損益計算書計上額
　
　

（注）2 （注）3

売上高 　 　
　外部顧客への売上高 － 2,377,438

セグメント間の内部売上高または振替高 　

△631,454

　

－

計 △631,454 2,377,438

セグメント利益 6,918 280,379

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備保障事業等であ

　　　　　ります。

　　　２. セグメント利益の調整額6,918千円は、セグメント間取引消去であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業総利益と調整をおこなっております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。 

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　

（金融商品関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比較して、著しい変動が認めな

いため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比較して、著しい変動が認めな

いため、記載を省略しております。 
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（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

該当事項はありません。　

　

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

該当事項はありません。　

　

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 721.74円 １株当たり純資産額 739.45円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4.90円 １株当たり四半期純損失金額 △5.72円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 50,668 △58,557

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損

失（△）（千円）
50,668 △58,557

期中平均株式数（千株） 10,337 10,233

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月14日

タカセ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　正継　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　英仁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 出口　賢二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカセ株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカセ株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月13日

タカセ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　正継　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　英仁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 出口　賢二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカセ株式会社の平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカセ株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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